
　証券コード 3474
　2021年３月10日

　

株 主 各 位
　

東京都新宿区西新宿一丁目25番１号
Ｇ － Ｆ Ａ Ｃ Ｔ Ｏ Ｒ Ｙ 株 式 会 社
代表取締役社長 片 平 雅 之

第18回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第18回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛

否をご表示いただき、2021年３月24日（水曜日）午後６時30分までに到着するようご

送付くださいますようお願い申しあげます。

また、新型コロナウイルスの感染が広がっております。本株主総会会場におきまし

ては、開催日現在の状況に応じ、マスクの着用及びアルコール消毒液の設置など感染

予防の措置を講じてまいります。ご理解のほどよろしくお願い申しあげます。

敬具

記

１．日 時 2021年３月25日（木曜日） 午前10時（受付開始午前９時30分）

２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目２番１号

京王プラザホテル 本館４階「花」

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項

報告事項 １．第18期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）事業報告

の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査等

委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第18期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）計算書類

の内容報告の件

決議事項

議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

　以上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://g-fac.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な

拡大に伴い、経済活動の停滞や個人消費の急減等が続き、今後も経済活動の停滞

が長期化することが懸念され、先行きは極めて不透明なものとなっております。

　当社グループの主力取引先である飲食業界におきましては、新型コロナウイル

ス感染症の拡大の収束が見えず、政府・自治体からの外出自粛要請や店舗の臨時

休業・営業時間短縮要請が断続的に続いており、来店客数の落ち込みが戻らない

など、全体として売上高が減少し、先行きの見通せない厳しい状況が続いており

ます。

　そのような状況下、当社グループは、国内の飲食店をはじめとするサービス業

の成長をサポートすることを第一に、「夢をカタチに！和食を世界に！」という企

業スローガンを掲げ、新型コロナウイルス感染症が収束したのち、日本国内の和

食文化を世界の様々な地域へ輸出する架け橋となれるよう国内事業の営業体制基

盤の再構築を行い、人材の採用、育成、環境の整備に注力してまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は3,963,953千円（前連結会計年度比0.3

％増）、営業損失は9,664千円（前連結会計年度は営業利益7,228千円）、経常損失

は12,204千円（前連結会計年度は経常利益22,758千円）、親会社株主に帰属する当

期純損失は229,076千円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失

106,525千円）となりました。

　 セグメントの業績は次のとおりであります。

　① 経営サポート事業

当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響により退店希

望顧客が増加すると同時に、好立地の空き物件情報を出店希望顧客に提供する

ことができるようになりました。また、顧客に代わり物件所有者との賃料減額

交渉を行い、顧客のサポートを行いました。さらに、当社直営店「名代 宇奈

とと」のゴーストレストランによるライセンス販売を進めるに当たり、経営サ

ポート事業の顧客を中心にライセンス加盟募集を行ってまいりました。
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また、販売費及び一般管理費について、国内事業において新規人材の採用に

より人件費が増加した一方で、海外子会社の事業整理を実施し経費を削減した

ことで、事業全体として費用の削減となりました。

その結果、当セグメントの売上高は2,030,022千円（前連結会計年度比3.2％

減）、営業利益は254,610千円（前連結会計年度比15.1％増）となりました。

　 ② 飲食事業

当社では2017年から宅配サービスの強化を進めており、当連結会計年度にお

いては新型コロナウイルス感染症の影響を受けて高まった中食需要を獲得する

ことができました。一方で、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大を受け

て、海外及び国内の店舗において、営業自粛や海外観光客の減少に伴い来店客

数が減少し、売上高が減少しました。

当社グループが展開する「名代 宇奈とと」においては、政府・自治体の要

請を受けて営業時間の短縮等の対応をとったことで来店客数が減少し、通常営

業の再開後は一定の回復は見られるものの、完全に回復するには至っていない

状況です。特に、海外観光客によるインバウンド需要の高い店舗では来店客数

の回復まで時間がかかることが想定されます。

　株式会社Ｍ．Ｉ．Ｔにおいても、政府・自治体の要請を受けて、臨時休業及

び営業時間の短縮等の対応を実施すると同時に、店舗運営に関する最適人員の

見直しや経費の削減等を実施しました。また、株式会社Ｍ．Ｉ．Ｔは2019年３

月に子会社化しており、当連結会計年度においては通期寄与し、飲食事業の業

績に貢献しております。

その結果、当セグメントの売上高は1,933,931千円（前連結会計年度比4.2％

増）、営業利益は46,304千円（前連結会計年度比55.7％減）となりました。

なお、セグメント別の売上高は、下記のとおりであります。

区 分

第17期 (前連結会計年度)
（2019年12月期）

第18期 (当連結会計年度)
（2020年12月期）

前連結会計年度比

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

経営サポート事業 2,096,235 53.0 2,030,022 51.2 △66,213 △3.2

飲 食 事 業 1,855,927 47.0 1,933,931 48.8 78,003 4.2

合 計 3,952,163 100.0 3,963,953 100.0 11,790 0.3
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(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は、38,936千円であり、その主なも

のは、顧客及び当社グループの出店店舗の内装設備等であります。

なお、セグメント別の設備投資額は、次のとおりであります。

区 分 設備投資額(千円)

経営サポート事業 2,620

飲 食 事 業 32,958

全 社 （共 通） 3,357

合 計 38,936

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度において、設備投資資金及び運転資金として、長期借入金

860,000千円を調達いたしました。

(4) 対処すべき課題

飲食店を中心としたサービス業を取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響を受け、依然として厳しい環境が想定されます。

このような経営環境の中で、当社グループは、新型コロナウイルス感染症拡大

の防止に努め、お客様と従業員の安全・安心の確保を最優先としたうえで、継続

的な成長の実現と企業価値向上のため、以下の課題について重点的に取り組んで

まいります。

① 新型コロナウイルス感染症対策

ご来店いただくお客様に安心してお食事をお楽しみいただけるよう、引き続

き衛生管理を徹底し、従業員一同、感染拡大防止に最善を尽くしてまいりま

す。

また、新型コロナウイルス感染症拡大による影響の中においても安定した業

績を残せるように、引き続き宅配やテイクアウトの強化など、新たな販路を確

保するとともに、新しい生活様式の中で、既存店の営業強化と新たな収益構造

の構築に取り組んでまいります。
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② 人材の確保及び育成、能力向上及び定着化について

当社グループは、比較的少数の従業員で業務を推進していることから、今後

の人材獲得競争の激化、人材採用の難化等による労働力不足に対して、策を講

じていく必要があると考えております。当社グループでは、従業員一人一人が

当社グループの理念、目的を理解し、共感し、業務に邁進できる環境を整備す

ることで各々の生産性を向上させるとともに、様々な形態での働き方を受け入

れていくための制度や仕組みの整備を行ってまいります。

また、能力向上及び定着化については、従業員の能力が最大限に発揮できる

環境作りや研修制度の充実、福利厚生を充実させた人事制度の採用に取り組む

など、従業員にとって働き甲斐のある会社を目指してまいります。

③ コンプライアンス体制の充実について

当社グループは、コンプライアンス体制に関して当社グループの規模に見合

う管理体制を整えておりますが、今後の事業拡大、組織拡大に伴い、より適切

な管理体制を構築するための策を講じていく必要があると考えております。当

社グループの行動規範及び基本行動方針の周知徹底及び体制基盤の充実・強化

に向け、随時見直しを行ってまいります。

④ 内部統制システムの強化について

当社グループは、2020年12月31日現在で、取締役２名、監査等委員である取

締役４名、従業員157名（アルバイトを除く）となっており、経営管理体制もこ

の規模に見合うものになっております。しかしながら、株主の皆様をはじめと

するステークホルダーに信頼され、支持される企業になるためには、コーポレ

ート・ガバナンスの積極的な取り組みが不可欠であると考えております。その

ため、権限に基づく意思決定の明確化、内部監査及び監査等委員会監査並びに

会計監査人による監査との連携を強化するほか、全役職員に対して、継続的な

啓蒙、教育活動を行ってまいります。

⑤ 衛生管理の強化、徹底について

外食産業においては、食中毒事故の発生や偽装表示、異物混入の問題なども

あり、以前にも増して食の安全を保つことが求められております。当社グルー

プの各店舗では、「管理マニュアル」に基づき衛生管理を徹底しており、店舗管

理体制の抜き打ち検査を行っております。今後も、法改正等に対応しながらさ

らに衛生管理体制を強化してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況
　

区 分
第 15 期

(2017年12月期)
第 16 期

(2018年12月期)
第 17 期

(2019年12月期)

第 18 期
(当連結会計年度)
(2020年12月期)

売 上 高 (千円） 2,909,278 2,941,961 3,952,163 3,963,953

経常利益又は経常損失(△) (千円） 351,899 231,297 22,758 △12,204

親会社株主に帰属
する当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円） 179,450 148,946 △106,525 △229,076

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）

(円） 27.21 22.91 △16.55 △35.54

総 資 産 (千円） 3,146,912 3,028,165 3,758,072 4,128,109

純 資 産 (千円） 1,695,654 1,798,141 1,678,181 1,411,465
　

(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)は、期中平均発行済株式数により算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況
　

区 分
第 15 期

(2017年12月期)
第 16 期

(2018年12月期)
第 17 期

(2019年12月期)

第 18 期
(当事業年度)

(2020年12月期)

売 上 高 (千円） 2,877,099 2,846,949 3,087,340 2,935,989

経 常 利 益 (千円） 352,086 225,816 144,994 79,079

当 期 純 利 益 (千円） 179,982 149,388 87,514 24,841

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円） 27.29 22.97 13.60 3.85

総 資 産 (千円） 3,130,280 2,803,298 3,473,965 4,246,629

純 資 産 (千円） 1,685,875 1,607,254 1,699,442 1,725,241
　

(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金
出 資 比 率

(間接所有割合)
主要な事業内容

GF CAPITAL PTE.LTD.
千シンガポールドル

6,624
64.02％ 経営サポート事業

GF CAPITAL(THAILAND)
CO.,LTD.

千バーツ
2,000

47.37％
(47.37％)

経営サポート事業

GF CAPITAL(VIETNAM)
CO.,LTD.

百万ドン
20,274

64.02％
(64.02％)

経営サポート事業
飲食事業

株式会社Ｍ．Ｉ．Ｔ
千円

10,000
100.00％ 飲食事業

GF CONSULTING
(THAILAND)CO.,LTD.

千バーツ
2,000

31.37％
(31.37％)

経営サポート事業

(7) 主要な事業内容
　

区 分 事 業 内 容

経 営 サ ポ ー ト 事 業 飲食店等を中心としたサービス業の出退店支援を行っております。

飲 食 事 業
飲食店「名代 宇奈とと」「中目黒 いぐち」等の直営店を36店舗
運営しております。「名代 宇奈とと」のライセンス加盟店は27店
舗であります。

(8) 主要な営業所

① 当社

区 分 所 在 地

経 営 サ ポ ー ト 事 業 東京都新宿区、大阪府大阪市

飲 食 事 業 東京12店舗、大阪４店舗

② 子会社

区 分 所 在 地

経 営 サ ポ ー ト 事 業 シンガポール、タイ、ベトナム

飲 食 事 業 東京18店舗、京都１店舗、ベトナム１店舗
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(9) 従業員の状況

① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

157名 19名
　

(注) １．上記従業員数のほか、56名の臨時従業員がおります。
２．従業員数が前連結会計年度末に比較して増加した主な理由は、直営店舗の臨時従業員を正

規の従業員へと切り替えたことによるものであります。

② 当社の従業員数

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

82名 26名 32.7歳 2.1年
　

(注) １．上記従業員数のほか、34名の臨時従業員がおります。
２．従業員数が前事業年度末に比較して増加した主な理由は、直営店舗の臨時従業員を正規の

従業員へと切り替えたことによるものであります。

(10)主要な借入先

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 657,500千円

株式会社日本政策金融公庫 307,600千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 266,660千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 136,673千円
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 　 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数　 6,749,500株（自己株式300,000株を含む）

（注）ストック・オプションの権利行使に伴い、発行済株式の総数は7,500株増加しております。

(3) 株主数　 5,210名

(4) 大株主（上位10位）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

片 平 雅 之 4,350,000株 67.45％

阪 和 興 業 株 式 会 社 200,000株 3.10％

田 口 由 香 子 166,100株 2.58％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 133,100株 2.06％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 87,554株 1.36％

藤 原 治 77,500株 1.20％

鎌 仲 順 子 67,500株 1.05％

Ｊ．Ｐ．ＭＯＲＧＡＮ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＰＬＣ 40,700株 0.63％

楽 天 証 券 株 式 会 社 38,900株 0.60％

花 井 栄 治 36,400株 0.56％

(注) １．当社は、自己株式を300,000株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株

予約権等の内容の概要

　 該当事項はありません。
　

(2) 当事業年度中に当社使用人に対して職務執行の対価として交付された新株予約

権の内容の概要

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 片 平 雅 之

GF CAPITAL PTE.LTD.Managing Director
GF CAPITAL(THAILAND)CO.,LTD.Managing Director
GF CAPITAL(VIETNAM)CO.,LTD.General Director
GF CONSULTING(THAILAND)CO.,LTD.Managing Director

専 務 取 締 役 田 口 由香子 管理本部長

取締役（常勤監査等委員） 鎌 仲 順 子

取締役（監査等委員） 野 澤 正 平 株式会社マーキュリースタッフィング取締役

取締役（監査等委員） 安 田 正 利

株式会社ヤスダマネージメント代表取締役
有限会社芙蓉倶楽部取締役
ヤスダＡＭパートナーズ合同会社代表社員

株式会社虎ノ門アセットマネジメント代表取締役社長

取締役（監査等委員） 高 橋 克 典 新創監査法人代表社員
　

(注) １．取締役野澤正平氏、取締役安田正利氏、取締役高橋克典氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査等委員の選定及びその理由
　 当社は監査等委員会の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報

聴取及び日常業務の監督による情報収集並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連
携を可能にするため、鎌仲順子氏を常勤の監査等委員として選定しております。

　 同氏は、当社並びに他社において財務・会計部門に長期間勤務した経験を有し、財務及び
会計に関する相当の知見を有するものであります。

３．監査等委員野澤正平氏は、金融機関の代表取締役を務めた経歴を持ち、豊富な経営管理の
経験・知識を有するものであります。

４．監査等委員安田正利氏は、事業会社の代表取締役であり、金融機関に長期間勤務した経歴
を持つなど、豊富な経営管理に関する知見を有するものであります。

５．監査等委員高橋克典氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当の知見を有するものであります。

６．当社は、取締役野澤正平氏、取締役安田正利氏、取締役高橋克典氏を株式会社東京証券取
引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等であるも

のを除く。）との間に、同法第423条第１項の損害賠償責任を、あらかじめ定めた

金額または同法第425条第１項各号に定める額の合計額を限度とする契約を締結す

ることができる旨を定款に定めております。これは、取締役（業務執行取締役等

であるものを除く。）が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期

待される役割を果たしうる環境を整備するためであります。なお、当該契約に基

づく責任限定が認められるのは、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）

が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限ら

れます。
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 支給人員 支給額

取締役（監査等委員を除く） 　 ５名 49,800千円

（う ち 社 外 取 締 役） 　 （２名） （2,400千円）

取 締 役 （監 査 等 委 員） 　 ４名 15,300千円

（う ち 社 外 取 締 役） 　 （３名） （9,900千円）

監 査 役 　 ３名 3,600千円

（う ち 社 外 監 査 役） 　 （２名） （1,800千円）

合 計 12名 68,700千円
　

(注) １．当社は2020年３月26日開催の第17回定時株主総会終結の時をもって、監査役会設置会社か
ら監査等委員会設置会社に移行いたしました。

　 ２．当事業年度末現在の人員は、取締役２名、監査等委員である取締役４名（うち社外取締役
３名）であります。上記の支給人員と相違しているのは、取締役（監査等委員を除く）に
ついては、2020年３月26日開催の第17回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役が
１名、取締役（監査等委員）に就任した社外取締役が３名いるためであります。また、取
締役（監査等委員）については、先に述べた３名のほか、監査役から監査等委員に就任し
た監査役が２名（うち社外監査役１名）、2020年３月26日開催の第17回定時株主総会終結の
時をもって退任した監査役が１名いるためであります。

　 ３．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2020年３月26日開催の第17回定時株主総会
決議において、年額220,000千円以内（うち社外取締役分は20,000千円以内、使用人分給与
は含まない。）と決議いただいております。

４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2020年３月26日開催の第17回定時株主総会決議に
おいて、年額80,000千円以内と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、2016年３月16日開催の第13回定時株主総会決議において、年額
24,000千円以内と決議いただいております。

　
５．社外役員に関する事項

　(1) 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係
　

地 位 氏 名 重要な兼職の状況

社外取締役（監査等委員） 野 澤 正 平 株式会社マーキュリースタッフィング取締役

社外取締役（監査等委員） 安 田 正 利

株式会社ヤスダマネージメント代表取締役
有限会社芙蓉倶楽部取締役
ヤスダＡＭパートナーズ合同会社代表社員
株式会社虎ノ門アセットマネジメント代表取締役社長

社外取締役（監査等委員） 高 橋 克 典 新創監査法人代表社員

　(注) 当社と、株式会社マーキュリースタッフィング、株式会社ヤスダマネージメント、有限会社芙
蓉倶楽部、ヤスダＡＭパートナーズ合同会社、株式会社虎ノ門アセットマネジメント、新創監
査法人との間には、特別の利害関係はありません。

(2) 主要取引先等特定関係事業者との関係

　 該当事項はありません。
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　(3) 当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主な活動状況

社外取締役（監査等委員） 野 澤 正 平

当事業年度に開催された取締役会15回全てに出席し、主に経
営者としての豊富な経験と幅広い見識から経営監視機能等に
ついて発言を行っております。
また、監査等委員会設置会社移行後に開催した監査等委員会
10回全てに出席し、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

社外取締役（監査等委員） 安 田 正 利

当事業年度に開催された取締役会15回全てに出席し、主に金
融機関で培った豊富な経験と幅広い見識から財務、会計及び
内部統制等について発言を行っております。
また、監査等委員会設置会社移行後に開催した監査等委員会
10回全てに出席し、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

社外取締役（監査等委員） 高 橋 克 典

当事業年度に開催された取締役会15回全てに出席し、公認会
計士及び税理士としての専門的見地からコーポレート・ガバ
ナンスの強化等について発言を行っております。
また、監査等委員会設置会社移行後に開催した監査等委員会
10回全てに出席し、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。
なお、監査等委員会設置会社移行前の期間においては、社外
監査役として、当該期間に開催された監査役会４回全てに出
席に出席しております。

６．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

　應和監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000千円
　

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の報酬の前提となっている監査計画の方針・内容、見積りの算出根拠
等を確認し、当該内容について社内関係部署から必要な報告を受け、検証した結果、会計
監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

３． 当 社 の 子 会 社 で あ る GF CAPITAL PTE.LTD.、GF CAPITAL(THAILAND)CO.,LTD.、GF
CAPITAL(VIETNAM)CO.,LTD.及びGF CONSULTING(THAILAND)CO.,LTD.は、当社の会計監査人以
外の監査法人の監査を受けております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。
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(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人の選定に際しては、監査等委員会が規定する「会計監査人の選任等

の決定の方針」に照らし合わせ、当社の会計監査人に求められる専門性、独立性

及び適切性を有し、当社の会計監査が適正かつ妥当に行われることを確保する体

制を備えていることなど、総合的に判断し選定しております。

なお、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告

いたします。

７．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、2015年６月の取締役会において、「内部統制システムに関する基本方針」

を決議しております。また、2020年３月の取締役会において、監査等委員会設置会

社への移行に伴い、一部改定しております。

(1) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、経営理念である「『成長を志す人財』と『変革（挑戦）を志す組織

（企業）』と共に、新しい価値を創造し続け、常に成長し続ける理念」に則っ

た「Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ行動規範」「Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ基本行動方針」を制

定し、代表取締役社長が、内部統制の責任者として、その意思を役職員に伝

えることにより、法令及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹

底する。

・取締役、使用人が法令及び社内規程を遵守し、法令遵守を優先させる行動が

できるための指針として「リスク管理規程」と「コンプライアンス規程」を

定める。

・リスクコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスを実現するため

の組織を整備する。組織は、管理本部担当取締役を委員長とし、代表取締役

社長、常勤監査等委員、内部監査人、各部の担当取締役及び部長で構成され、

同委員会が中心となって役職員の教育を行う。監査等委員会及び内部監査室

は、コンプライアンスの状況を監査する。

・リスクコンプライアンス委員会は活動を定期的に取締役会に報告する。また、

定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。
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・法令及び社内規程に反する行為に気づいた場合、従業員が直接報告・通報を

行う手段として、 コンプライアンス相談窓口を設置・周知する。報告・相談

を受けた窓口担当者はその内容を調査し、再発防止策等を関連部署と協議の

上、決定し、全社的に再発防止策を実施する。

・反社会的勢力の排除を「反社会的勢力等に対する方針」に定め、不当な利益

供与等に対しては、断固たる態度で対応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体

に記録し、保存する。

・上記情報を記載した文書又は電磁的媒体の保存期間は、少なくとも５年間と

する。

・取締役は、「文書管理規程」により、常時、これらの文書を閲覧できるものと

し、その他の者は、所定の申請書に必要事項を記入し、業務主管部門の許可

を得てから行うものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティについては、「リス

ク管理規程」「コンプライアンス規程」「危機管理規程」「情報機器取扱要領」

を定め、周知徹底する。組織横断的・全社的リスクについては、状況の監視

及び全社的対応を管理本部にて行うものとする。

その他、新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応し、

責任者となる取締役を定めるものとする。

・内部監査室は、これらのリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に代

表取締役社長へ報告し、重要な事項については、取締役会に報告する。取締

役会は、改善策を審議・決定するものとする。

・大規模な事故・災害等、当社の経営に重大な影響を与える緊急事態が発生し

た場合には、防災対策本部長である、管理本部長、防災対策本部員である代

表取締役社長及び各事業部長を構成員とする防災対策本部が危機管理体制を

構築するものとする。

・リスク管理・事故等の当社の経営に重大な影響を与える緊急事態に関して、

法令又は東京証券取引所の定める関連ルールに則った開示を行うものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　・取締役が出席する取締役会を原則として毎月１回開催し、法令及び定款で定

められた事項及び経営方針・政策に関する重要事項について審議し、効率的

で迅速な意思決定を行うものとする。

　・取締役会による中期経営計画・年度事業計画の策定、年度事業計画に基づく

部門ごとの業績目標と予算の設定、月次・四半期管理の実施を行うものとす

る。
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　・取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施を行うものとする。上記

各事項に関連して、法令又は東京証券取引所の定める関連ルールに則った開

示を行うものとする。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　・役職員が法令・定款及び当社の経営理念を遵守し、職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するため、「Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ行動規範」「Ｇ－Ｆ

ＡＣＴＯＲＹ基本行動方針」「リスク管理規程」「コンプライアンス規程」等

を定め、すべての役職員に対し周知徹底する。

　・法令及び社内規程に反する行為に気づいた場合、従業員が直接報告・通報を

行う手段として、コンプライアンス相談窓口を設置・周知する。報告・相談

を受けた窓口担当者はその内容を調査し、再発防止策等を関連部署と協議の

上、決定し、全社的に再発防止策を実施する。

　・コンプライアンスに関する報告等は、利用者の匿名性を担保するとともに、

報告者の不利益とならない仕組みとする。

　・コンプライアンス違反者に対しては、就業規則に基づく懲戒を含め厳正に対

処する。

⑥ 監査等委員会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項並びにその使用人の取締役（監査等委員である取締役を

除く。）からの独立性に関する事項

　・管理本部担当取締役は、監査等委員会が求めた場合その他必要な場合には、

監査等委員会の業務を補助すべき使用人を任命するものとする。

　・監査等委員会の業務を補助すべき使用人に対する指揮権は、監査等委員会が

指定する補助すべき期間中は、役職を兼務せず監査等委員会の指示命令下で

職務を遂行し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指示命令を受け

ないこととする。

⑦ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　・子会社における取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体

制

　 当社が定める「関係会社管理規程」において、子会社の経営内容を的確に把

握するため、必要に応じて関係資料等の提出を求め、子会社がその営業成績、

財務状況その他の重要な情報について当社及び子会社に報告するため、月１

回開催する取締役会に当社及び子会社の従業員が参加することを求めること

ができる。

　・子会社における損失の危険の管理に関する体制

　 当社及び子会社のリスク管理について定める「リスク管理規程」を策定し、

同規程において子会社にリスクマネジメントを行うことを求めるとともに、
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グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。

　・子会社を含めたリスク管理を担当する機関

　 リスクコンプライアンス委員会を運営し、グループ全体のリスクマネジメン

ト推進にかかわる課題・対応策を審議する。

　・子会社における取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

　 当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、当社グループ経営

の適正かつ効率的な運営に資するため、子会社管理の基本方針及び運用方針

を策定する「関係会社管理規程」を制定し、内部統制システムの構築・運用

状況を含め、子会社の取締役の職務執行を監査する体制を構築する。

⑧ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員

会への報告に関する体制

　・取締役及び使用人は、当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事

項及び不正行為や法令並びに定款違反行為を発見した場合は、速やかに監査

等委員会に報告するものとする。

⑨ 監査等委員会への報告及び報告したことを理由として不利益な取り扱いを受

けないことを確保するための体制

　・当社及び子会社は、監査等委員会への報告を行った当社及び子会社グループ

の役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行う

ことを禁止し、その旨を当社及び子会社グループの役職員に周知徹底する。

⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　・取締役及び使用人は、監査等委員会から、稟議書類等業務執行に係る文書の

閲覧や、説明を求められたときには、速やかにこれに応じることとしており、

必要に応じて、内部監査室との情報交換や当社及び子会社の会計監査人から

会計監査内容に関して説明を受ける機会のほか、顧問弁護士などその他の外

部機関との間で情報交換等を行う機会を保障する。

　・監査等委員である取締役がその業務の執行について、当社及び子会社に対し

費用の前払等の請求をした際には、管理本部において審議の上、当該請求に

関する費用又は債務が当該監査等委員である取締役の業務執行に必要でない

ことが証明された場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

　・監査等委員会は、会計監査人と監査業務の品質及び効率を高めるため、情

報・意見交換等の緊密な連携を図ることができる。
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⑪ 反社会的勢力排除にむけた基本的な考え方及びその整備状況

　・反社会的勢力との関係を遮断し、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力や

団体には、毅然とした態度で対応する。

　・反社会的勢力との接触が生じた場合には、速やかに警察当局及び顧問弁護士

に通報・相談できる体制を整えている。また、取引先については、取引開始

時の社内稟議で反社会的勢力でないことを確認する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

① 取締役の職務執行について

当事業年度において取締役会を15回開催しており、経営上の重要事項を決定

しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について

取締役会の資料及び議事録は法令及び「文書管理規程」に基づき、セキュリ

ティの確保された場所で保管及び管理を行っております。

③ 取締役（監査等委員）の職務執行について

当事業年度において監査等委員会を10回開催しており、監査等委員相互の意

見交換が行われております。また、監査等委員は、取締役会を含む重要な会議

への出席の他、会計監査人並びに内部監査室との間で監査業務の品質及び効率

を高めるため、情報・意見交換等の綿密な連携を行っております。

④ リスク管理について

不測の事態や危機の発生時における損失を最小限にとどめるため、「リスク管

理規程」「コンプライアンス規程」「危機管理規程」「情報機器取扱要領」を周知

徹底し、リスク管理を行っております。

⑤ コンプライアンス

コンプライアンスの意識向上と不正行為等の防止、リスク確認を行うため、

「Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ行動規範」「Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ基本行動方針」「リスク管

理規程」「コンプライアンス規程」等を周知徹底するとともに、「リスクコンプ

ライアンス委員会」を定期的に開催しております。

⑥ 内部監査体制

内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及びグループ会社の内部

監査を実施しております。
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８．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、設立当初から財務体質の強化及び競争力の確保を経営の最重要課題の一

つとして位置づけております。そのため、内部留保の充実を図り、事業の効率化に

より生み出されたキャッシュ・フローを事業拡大のための投資に充当していくこと

が、株主に対する最大の利益還元につながると考えております。このことから、し

ばらくの間は、企業規模を拡大させることができるような更なるサービスの開発、

新規事業の立ち上げを行ってまいります。

現時点において、配当実施の可能性及びその実施時期等については未定でありま

すが、将来的には、各事業年度の業績を勘案しながら株主への利益還元を検討して

いく方針であります。

(注)この事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨て、比率は表示単位未満を四捨五入して表

示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

　現 金 及 び 預 金

　売 掛 金

　割 賦 売 掛 金

　リ ー ス 投 資 資 産

　商 品

　そ の 他

　貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

　有 形 固 定 資 産

　 建 物 及 び 構 築 物

　 リ ー ス 資 産

　 そ の 他

　無 形 固 定 資 産

　 の れ ん

　 そ の 他

　投資その他の資産

　 投 資 有 価 証 券

　 繰 延 税 金 資 産

　 差 入 保 証 金

　 そ の 他

　 貸 倒 引 当 金

2,337,422

1,844,834

41,069

19,947

215,445

26,008

200,697

△10,581

1,790,687

614,778

571,144

1,533

42,099

176,842

175,760

1,081

999,066

276

91,526

854,463

77,834

△25,033

流 動 負 債 822,230

　買 掛 金 70,879

　１年内返済予定の長期借入金 157,600

　リ ー ス 債 務 5,262

　未 払 法 人 税 等 4,746

　そ の 他 583,743

固 定 負 債 1,894,413

　長 期 借 入 金 1,210,833

　リ ー ス 債 務 3,979

　繰 延 税 金 負 債 908

　長 期 預 り 保 証 金 589,441

長 期 前 受 収 益 60,425

　そ の 他 28,826

負 債 合 計 2,716,644

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,278,605

　資 本 金 389,512

　資 本 剰 余 金 333,457

　利 益 剰 余 金 799,568

自 己 株 式 △243,933

その他の包括利益累計額 △25,626

　その他有価証券評価差額金 45

　為 替 換 算 調 整 勘 定 △25,672

非支配株主持分 158,486

純 資 産 合 計 1,411,465

資 産 合 計 4,128,109 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,128,109

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 19 ―



連 結 損 益 計 算 書

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

　売 上 高 3,963,953

　売 上 原 価 2,159,854

　売 上 総 利 益 1,804,099

　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,813,763

　営 業 損 失 9,664

　営 業 外 収 益

　 受 取 利 息 535

　 受 取 配 当 金 0

　 受 取 保 険 金 154

　 助 成 金 収 入 5,273

　 保 険 解 約 返 戻 金 13,024

　 そ の 他 4,358 23,346

　営 業 外 費 用

　 支 払 利 息 6,055

　 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 526

　 保 険 解 約 損 7,640

　 為 替 差 損 10,377

　 そ の 他 1,286 25,886

　経 常 損 失 12,204

　特 別 利 益

　 出 資 金 売 却 益 3,508

　 受 取 和 解 金 35,298

　 臨 時 休 業 等 助 成 金 収 入 14,130 52,938

　特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 16,220

　 減 損 損 失 230,599

　 和 解 金 9,011

　 臨 時 休 業 等 関 連 損 失 32,733 288,566

　税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 247,831

　法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 28,111

　法 人 税 等 還 付 税 額 △2,974

　法 人 税 等 調 整 額 △21,609 3,526

　当 期 純 損 失 251,358

　非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 22,282

　親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 229,076

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 388,955 332,900 1,028,644 △243,933 1,506,566

当 期 変 動 額

新株の発行（新株
予 約 権 の 行 使）

557 557 1,115

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△229,076 △229,076

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 557 557 △229,076 － △227,961

当 期 末 残 高 389,512 333,457 799,568 △243,933 1,278,605

　

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 203 △15,333 △15,130 186,745 1,678,181

当 期 変 動 額

新株の発行（新株
予 約 権 の 行 使）

1,115

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△229,076

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△157 △10,338 △10,496 △28,259 △38,755

当 期 変 動 額 合 計 △157 △10,338 △10,496 △28,259 △266,716

当 期 末 残 高 45 △25,672 △25,626 158,486 1,411,465

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数 ５社

　 連結子会社の名称 GF CAPITAL PTE.LTD.

　 GF CAPITAL(THAILAND)CO.,LTD.

GF CAPITAL(VIETNAM)CO.,LTD.

株式会社Ｍ．Ｉ．Ｔ

　 GF CONSULTING(THAILAND)CO.,LTD.

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用した関連会社の数 １社

　 関連会社の名称 つなぐ株式会社

(3) 他の会社等の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所

有しているにもかかわらず、関連会社としなかった当該他の会社等の名称

　 R3 BANGKOK CO.,LTD.

　 （関連会社としなかった理由）

出資目的及び取引等の状況の実態から、財務及び営業又は事業の方針の決

定に対し、重要な影響を与えていないため関連会社に含めておりません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(5) 会計方針に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券

　 ａ その他有価証券

　 時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの

　移動平均法による原価法
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　 ロ．たな卸資産

　 通常の販売目的で保有するたな卸資産

　 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 ａ 商品

　 主として最終仕入原価法

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

　また、在外連結子会社は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物及び構築物 ３～20年

　 ロ．無形固定資産

　 定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（３～５年）に基づいております。

　 ハ．リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しておりま

す。

　 ニ．長期前払費用

　 定額法を採用しております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

　 イ．貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

　 ④ 重要な収益及び費用の計上基準

　 イ．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　 リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 ロ．割賦販売取引に係る収益の計上基準

　割賦販売契約時に、物件購入価額（元本相当額）を割賦債権に計上し、割

賦契約による支払期日を基準として、当該経過期間に対応する割賦売上高と

割賦原価の差額（粗利益相当額）を売上高に計上しております。

　 ⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項
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　 イ．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めております。

　 ロ．のれんの償却方法及び償却期間

　 ５年間の定額法により償却しております。

　 ハ．消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．追加情報

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り

当社グループが属する飲食業界においては、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大により、政府・自治体による飲食店等の営業自粛要請の影響を受けており、

この影響は緊急事態宣言が明けた2021年度以降も続くものと考えております。

以上の仮定のもと、当社グループでは、固定資産の減損会計及び繰延税金資産

の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 391,100千円
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４．連結損益計算書に関する注記

(1) 減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

埼玉県所沢市内
貸店舗

（１店舗）

建物及び構築物 6,853

その他
(投資その他の資産)

　426

東京都23区内
飲食直営店舗
（９店舗）

建物及び構築物 159,983

リース資産 4,959

その他
（有形固定資産）

8,513

その他
（無形固定資産）

425

差入保証金 7,158

大阪府大阪市内
飲食直営店舗
（１店舗）

建物及び構築物 3,790

その他
（有形固定資産）

2,070

その他
（無形固定資産）

236

ベトナム国
ホーチミン市

貸店舗
（１店舗）

建物及び構築物 7,423

その他
(投資その他の資産)

2,841

ベトナム国
ホーチミン市

飲食直営店舗
（１店舗）

建物及び構築物 18,815

その他
(投資その他の資産)

1,309

ベトナム国
ホーチミン市

事業用資産
建物及び構築物 5,379

その他
(投資その他の資産)

410

　当社グループでは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位である店舗を基

本単位として、また処分予定資産については当該資産ごとにグルーピングを行

っております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗で、今

後も収益改善の可能性が低いと判断した店舗及び処分予定資産は、当該資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上

いたしました。
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　 減損損失の内訳

　 建物及び構築物 202,246千円

　 リース資産 4,959千円

　 その他（有形固定資産） 10,584千円

　 その他（無形固定資産） 662千円

　 差入保証金 7,158千円

　 その他（投資その他の資産） 4,987千円

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額または、使用価値

より測定しており、正味売却価額については、売却予定価額を使用して評価し

ております。また、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであ

るものについては、回収可能価額を零として評価しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

　 普通株式 6,749,500株

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　 該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株

式の数

　 普通株式 97,500株

６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　 ① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に経営サポート事業におけるリース資産購入などを当社

グループの事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しており

ます。一時的な余剰資金は、安全性の高い短期的な銀行預金等に限定して運用

しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金、割賦売掛金及びリース投資資産は、顧客の信用リス

クに晒されております。投資有価証券は、上場会社の株式及び業務上の関係を

有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク又は発行体の信用リスクに晒

されているため、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。ま

た、差入保証金は主に経営サポート事業に属する物件情報サポートの物件契約
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に伴う差入保証金であり、差入先の信用リスクに晒されております。営業債務

である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金及びファイ

ナンス・リース取引に係るリース債務は、運転資金及びＭ＆Ａ・設備投資に必

要な資金の調達を目的にしたものであり、償還日は、決算日後、最長で10年後

であります。預り保証金は、経営サポート事業に属する物件情報サポート等、

飲食事業の店舗運営のためであり、償還日においては、最長で10年後でありま

す。

　 ③ 金融商品に係るリスク管理体制

　 イ．信用リスク（契約先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、管理本部が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す

るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って

おります。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管

理を行っております。

　 ロ．市場リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価を把握し、市況等を勘案して保有

状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成及

び更新するとともに、手許の流動性について、連結売上高の３ヶ月分相当に

維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　 ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

まれておりません。

連結貸借対照表
計上額(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1)現金及び預金 1,844,834 1,844,834 -

(2)売掛金 41,069 41,069 -

(3)割賦売掛金 19,947

　貸倒引当金（※1） △953

18,994 20,537 1,543

(4)リース投資資産 215,445

　 貸倒引当金（※1） △9,628

205,817 200,274 △5,542

(5)投資有価証券 276 276 -

(6)差入保証金 854,463 858,719 4,256

資産計 2,965,455 2,965,713 258

(1)買掛金 70,879 70,879 -

(2)１年内返済予定の長期
借入金

157,600 157,600 -

(3)リース債務 5,262 5,262 -

(4)未払法人税等 4,746 4,746 -

(5)長期借入金 1,210,833 1,241,483 30,650

(6)リース債務 3,979 3,899 △79

(7)長期預り保証金 589,441 592,112 2,671

負債計 2,042,741 2,075,983 33,242

（※1）割賦売掛金及びリース投資資産に対応する貸倒引当金を控除しております。
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(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産

　 (1) 現金及び預金、（2）売掛金

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

　 (3) 割賦売掛金、(4) リース投資資産

　元利金の合計額を、同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

　 (5) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　 (6) 差入保証金

　これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り

等、適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

　 (1) 買掛金、(2) １年内返済予定の長期借入金、(3) リース債務、

　 (4) 未払法人税等

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

　 (5）長期借入金、(6) リース債務

　これらの時価については、元利金の合計を、新規に同様の借入又はリー

ス取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。

　 (7）長期預り保証金

　これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り

等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 194円28銭

(2) １株当たり当期純損失 35円54銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

（2020年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,951,564 流 動 負 債

買 掛 金

1年以内返済予定の長期借入金

　 未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

　 前 受 収 益

　 そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

　 長 期 預 り 保 証 金

長 期 前 受 収 益

662,790

37,868

157,600

27,414

64,543

4,456

20,167

159,279

127,725

63,736

1,858,596

1,210,833

587,404

60,359

　現 金 及 び 預 金 1,480,188

　売 掛 金 30,277

割 賦 売 掛 金 19,947

　リ ー ス 投 資 資 産 184,482

　商 品 12,282

　貯 蔵 品 131

　前 渡 金 1,133

　前 払 費 用 144,527

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 50,000

　そ の 他 39,175

　貸 倒 引 当 金 △10,581

固 定 資 産 2,295,064

　有形固定資産 582,391

　 建 物 533,389

　 構 築 物 2,692

　 工具、器具及び備品 46,309 負 債 合 計 2,521,387

　無形固定資産 1,081 純 資 産 の 部

　 ソ フ ト ウ エ ア 1,081 株 主 資 本 1,725,195

　投資その他の資産 1,711,591 資 本 金 389,512

　 投 資 有 価 証 券 276 資 本 剰 余 金 334,512

　 関 係 会 社 株 式 366,887 資 本 準 備 金 334,512

　 出 資 金 10 利 益 剰 余 金 1,245,103

　 関係会社長期貸付金 410,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,245,103

　 破 産 更 生 債 権 等 25,033 繰 越 利 益 剰 余 金 1,245,103

　 長 期 前 払 費 用 24,297 自 己 株 式 △243,933

　 繰 延 税 金 資 産 61,413 評価・換算差額等 45

　 差 入 保 証 金 848,706 その他有価証券評価差額金 45

　 貸 倒 引 当 金 △25,033 純 資 産 合 計 1,725,241

資 産 合 計 4,246,629 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,246,629

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

　売 上 高 2,935,989

　売 上 原 価 1,864,013

　売 上 総 利 益 1,071,976

　販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,002,951

　営 業 利 益 69,024

　営 業 外 収 益

　 受 取 利 息 8,884

　 受 取 保 険 金 154

　 保 険 解 約 返 戻 金 13,024

　 そ の 他 3,976 26,040

　営 業 外 費 用

　 支 払 利 息 4,004

保 険 解 約 損 7,640

　 為 替 差 損 4,340 15,985

　経 常 利 益 79,079

　特 別 利 益

　 受 取 和 解 金 29,633

　 臨 時 休 業 等 助 成 金 収 入 2,383 32,016

　特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 15,746

　 減 損 損 失 34,390

和 解 金 9,011

　 臨 時 休 業 等 関 連 損 失 5,290 64,438

　税 引 前 当 期 純 利 益 46,656

　法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 24,709

法 人 税 等 還 付 税 額 △2,974

　法 人 税 等 調 整 額 81 21,815

　当 期 純 利 益 24,841

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2020年１月１日から2020年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他
利益

剰余金 利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 388,955 333,955 333,955 1,220,262 1,220,262△243,933 1,699,238

当 期 変 動 額

新株の発行（新株
予 約 権 の 行 使）

557 557 557 1,115

当 期 純 利 益 24,841 24,841 24,841

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 557 557 557 24,841 24,841 － 25,956

当 期 末 残 高 389,512 334,512 334,512 1,245,103 1,245,103 △243,933 1,725,195

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 203 203 1,699,442

当 期 変 動 額

新株の発行（新株
予 約 権 の 行 使）

1,115

当 期 純 利 益 24,841

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

△157 △157 △157

当 期 変 動 額 合 計 △157 △157 25,799

当 期 末 残 高 45 45 1,725,241

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

イ．商品

　 主として最終仕入原価法

ロ．貯蔵品

　 主として先入先出法

　

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～18年

構築物 ７～10年

工具、器具及び備品 ２～８年

② 無形固定資産

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

　 ③ 長期前払費用

　 定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

　

(4) 収益及び費用の計上基準

① ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

② 割賦販売取引に係る収益の計上基準

割賦販売契約時に、物件購入価額（元本相当額）を割賦債権に計上し、割賦

契約による支払期日を基準として、当該経過期間に対応する割賦売上高と割賦

原価の差額（粗利益相当額）を売上高に計上しております。

　

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 ① 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

② 消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．追加情報

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り

当社が属する飲食業界においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ

り、政府・自治体による飲食店等の営業自粛要請の影響を受けており、この影響

は緊急事態宣言が明けた2021年度以降も続くものと考えております。

以上の仮定のもと、当社では、固定資産の減損会計及び繰延税金資産の回収可

能性等の会計上の見積りを行っております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 284,161千円

(2) 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 8,587千円

短期金銭債務 104,554千円

長期金銭債務 7,070千円

― 34 ―



４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 287,423千円

営業取引以外の取引による取引高 9,973千円

(2) 減損損失

　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

埼玉県所沢市内
貸店舗

（１店舗）

建物 6,853

長期前払費用 426

東京都23区内
飲食直営
店舗

（４店舗）

建物 18,004

工具、器具及び備品 2,581

ソフトウエア 425

大阪府大阪市内
飲食直営
店舗

（１店舗）

建物 3,790

工具、器具及び備品 2,070

ソフトウエア 236

　当社では、キャッシュ・フローを生み出す最小単位である店舗を基本単位と

して、また処分予定資産については当該資産ごとにグルーピングを行っており

ます。営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗で、今後も収益

改善の可能性が低いと判断した店舗及び処分予定資産は、当該資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上いたしま

した。

　 減損損失の内訳

　 建物 28,649千円

　 工具、器具及び備品 4,652千円

　 ソフトウエア 662千円

　 長期前払費用 426千円

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額または、使用価値

より測定しており、正味売却価額については、売却予定価額を使用して評価し

ております。また、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであ

るものについては、回収可能価額を零として評価しております。
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 300,000株

６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　未払事業税 1,114千円

　長期前受収益 18,482千円

　長期前払費用 11,995千円

　貸倒引当金 10,905千円

　減損損失 18,901千円

　資産除去債務 4,605千円

　その他 191千円

繰延税金資産小計 66,196千円

評価性引当額 △4,605千円

繰延税金資産合計 61,590千円

繰延税金負債

未収事業税 △156千円

　その他有価証券評価差額金 △20千円

繰延税金負債合計 △176千円

繰延税金資産純額 61,413千円

― 36 ―



７．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 子会社及び関連会社等

(単位：千円)

種類
会社等
の名称

議決権
等の所
有割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

科 目
期末
残高

子会社
株 式 会 社
Ｍ．Ｉ．Ｔ

直接
100.0％

業務の受託
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸
付
（注）２

200,000

1年内回
収予定
の関係
会社長
期貸付金

50,000

関係会
社長期
貸付金

410,000

利息の受
取
（注）２

8,860 － －

店舗運営
業務の受
託
（注）３

231,394 預り金 104,472

　 取引条件及び取引条件の決定方針

（注）１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定して

おります。

３．店舗運営業務の受託は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件

で行っております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 267円50銭

(2) １株当たり当期純利益 3円85銭

９．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年２月19日

Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ株式会社
　取締役会 御中

應和監査法人

東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 澤田 昌輝 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 土居 靖明 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ株式会社の2020年１月
１日から2020年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責
任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

　 　以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年２月19日

Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ株式会社
　取締役会 御中

應和監査法人

東京都千代田区

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 澤田 昌輝 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士 土居 靖明 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ株式会社の2020
年１月１日から2020年12月31日までの第18期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、2020年１月１日から2020年12月31日までの第18期事業年度に
おける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以
下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関

する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部

門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2021年２月19日

　 Ｇ－ＦＡＣＴＯＲＹ株式会社 監査等委員会
　 常勤監査等委員 鎌仲 順子 ㊞
　 監査等委員 野澤 正平 ㊞
　 監査等委員 安田 正利 ㊞
　 監査等委員 高橋 克典 ㊞

（注）監査等委員野澤正平、安田正利及び高橋克典は、会社法第２条第15号及び第
331条第６項に規定する社外取締役であります。

　 以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

議 案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）

全員（２名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取

締役２名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当

社の株式数

１

再 任

かた ひら まさ ゆき

片 平 雅 之
（1975年１月15日生）

1993年４月 ㈱神戸製鋼所入社

4,350,000株

1996年９月 ㈱シティズ入社

2002年１月 フューチャークリエイト㈱（現 店舗流

通ネット㈱）入社

2002年９月 ㈲ガーデン設立入社

2003年４月 ㈱ＧＤＮ共同代表取締役就任

2003年５月 当社設立 代表取締役社長就任（現任）

2015年３月 GF CAPITAL PTE.LTD.

Managing Director就任（現任）

2017年５月 GF CAPITAL(THAILAND)CO.,LTD.

Director就任

2018年10月 GF CAPITAL(VIETNAM)CO.,LTD.

Managing Director就任（現任）

2019年１月 GF CONSULTING(THAILAND)CO.,LTD.

Director就任

2019年３月 ㈱Ｍ.Ｉ.Ｔ取締役就任（現任）

2020年１月 GF CAPITAL(THAILAND)CO.,LTD.

Managing Director就任（現任）

2020年１月 GF CONSULTING(THAILAND)CO.,LTD.

Managing Director就任 (現任)

（重要な兼職の状況）

GF CAPITAL PTE.LTD.Managing Director

GF CAPITAL(THAILAND)CO.,LTD. Managing Director
GF CAPITAL(VIETNAM)CO.,LTD.General Director

GF CONSULTING(THAILAND)CO.,LTD.Managing Director
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候補者

番号

氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当

社の株式数

２

再 任

た ぐち ゆ か こ

田 口 由香子
（1983年２月２日生）

2001年４月 ㈱ファイブフォックス入社

166,100株

2008年３月 当社入社

2010年４月 当社業務推進事業部課長

2011年１月 当社取締役就任

2011年４月 当社コンサルティング事業部長

2015年１月 当社管理部長

2015年３月 GF CAPITAL PTE.LTD.

Director就任（現任）

2017年５月 GF CAPITAL(THAILAND)CO.,LTD.

Director就任（現任）

2018年４月 当社専務取締役管理本部長就任（現任）

2019年１月 GF CONSULTING(THAILAND)CO.,LTD.

Director就任（現任）

2019年３月 ㈱Ｍ.Ｉ.Ｔ取締役就任（現任）

（注）１．取締役候補者片平雅之氏は、当社の株式を67.45％所有しており、当社の経営を支配して

いる者であります。

２．各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

　 以 上
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〈メ モ 欄〉
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Ｎ

至 東京・渋谷

新宿駅
新宿駅南口 JR線 至 池袋・中野

東口

明治安田生命新宿ビル

新宿局

小田急百貨店

ル
 ミ
  ネ

京王百貨店 西口 小田急ハルク

新宿野村ビル

損保ジャパンビル

新宿エルタワー

東京モード学園
コクーンタワー

新宿センタービル

新宿三井ビル

地下からの入口

ヒルトン東京

新宿
アイランドタワー

第一生命ビル

ハイアット
リージェンシー
東京

新宿住友ビル

京王プラザホテル

東京都庁

新宿モノリス

地下道

地下道

新宿NSビル

地上からの入口

エステック情報ビル

工学院大
地
下
道

東
京

メ
ト

ロ
丸

ノ
内

線

都
庁
前
駅

Ｂ１出口

株主総会会場ご案内図

東京都新宿区西新宿二丁目２番１号
京王プラザホテル本館４階「花」
電話 (03)3344－0111(代表)

　

会場最寄駅
〇 「新宿駅」西口から徒歩６分
　 （ＪＲ線、京王線、小田急線、東京メトロ丸ノ内線）

新宿駅西口を出て都庁方面への地下道を５分ほど進み、地下道から出て
すぐの左側の建物です。

　
〇 「都庁前駅」Ｂ１出口よりすぐ
　 （都営地下鉄大江戸線）

改札を出てＪＲ新宿方面に進みＢ１出口階段を上がってすぐ右側の建物
です。


